
 

林田氏庭園測量業務仕様書 

 

１ 業務名 

林田氏庭園測量業務（以下「本業務」という。） 

 

２ 業務場所 

林田氏庭園（鳥取市国府町岡益１７３） 

 

３ 業務期間 

  契約締結日から令和８年３月２４日まで 

 

４ 委託概要 

  ・業務場所の既存測量データの調整を行い、正確な建物及び主要庭園部の位置を図面に落とし、図面

を作成する。 

  ・主要庭園部内の植物名の調査を行う。 

  ・その他詳細は、別添２林田氏庭園測量業務特記仕様書（以下「特記仕様書」という。）のとおり。 

 

５ 一般事項 

（１）適用 

ア 林田氏庭園測量業務仕様書（以下｢本仕様書｣という。）は本業務について適用する。 

イ 本仕様書に規定する事項は、別に定めがある場合を除き、受注者の責任において履行すべきもの

とする。 

（２）受注者の負担の範囲  

ア 本業務に必要な労務、材料、工具、計測機器、仮設資材等の機材は、全て受注者の負担とする。  

イ 本業務に必要な試験及び検査に係る費用は、原則受注者の負担とする。 

ウ 本業務に伴い、既存部分を汚損又は損傷した場合は、既成にならい補修すること。 

（３）関係法令等の遵守  

本業務の実施に当たり、適用を受ける関係法令等を遵守し、業務の円滑な遂行を図ること。  

 

６ 提出書類 

  特記仕様書５のとおり。 

 

７ 権利義務の譲渡等の禁止 

受注者は、本業務に係る契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、若しくは承継させ、

又はその権利を担保の目的に供することができない。ただし、あらかじめ発注者の承認を得た場合

は、この限りでない。 

 

８ 再委託の禁止 

（１）受注者は、発注者の承認を受けないで、再委託をしてはならない。 

（２）発注者は、次のいずれかに該当する場合は、（１）の承認をしないものとする。ただし、特段の理由

がある場合はこの限りでない。 

  ア 再委託の契約金額が委託料の額の５０パーセントを超える場合 

  イ 再委託する業務に本業務の中核となる部分が含まれている場合 

 

９ 守秘事項等 

（１）受注者は、本業務における成果物（中間成果物を含む。）を、当該業務においてのみ使用するこ

ととし、これらを蓄積し、又は他の目的に使用してはならない。 

（２）受注者は、本業務の履行に当たって知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（３）受注者は、本業務に従事する者並びに８の規定により本業務を再委託する場合の再委託先及び

それらの使用人に対して、（１）及び（２）の規定を遵守させなければならない。 

【別添１】 



（４）発注者は、受注者が（１）から（３）までの規定に違反し、発注者又は第三者に損害を与えた

場合は、受注者に対し、契約の解除又は損害賠償の請求をすることができるものとする。 

（５）（１）から（４）までの規定は、業務期間の満了後又は契約解除後も同様とする。 

 

１０ 目的外使用等の禁止 

受注者は、本業務に必要な情報等について、この契約以外の目的で使用し、又は第三者に提供し

てはならない。 

 

１１ 特許権等の使用 

  受注者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他の法令に基づき保護される第三者の権利

（以下「特許権等」という。）の対象となっている材料、履行方法等を使用するときは、その使用に

関する一切の責任を負わなければならない。ただし、発注者がその材料、履行方法等を指定した場

合において、仕様書に特許権等の対象である旨の明示がなく、かつ、受注者がその存在を知らなか

ったときは、発注者は、受注者がその使用に関して要した費用を負担する。 

 

１２ 本業務の調査等 

  発注者は、必要があると認めるときは、受注者の本業務の履行状況について調査し、発注者の職

員を立ち会わせ、受注者に報告を求めることができる。受注者は、これに従わなければならない。 

 

１３ 仕様書と本業務内容が一致しない場合の修補義務 

受注者は、本業務の履行内容が仕様書又は双方協議の内容に適合しない場合において、発注者が

その修補を請求したときは、これらに適合するよう必要な修補を行わなければならない。 

 

１４ 事故等発生時の対応義務 

（１）受注者は、事故等の発生により本業務の履行に支障を生じ、又は生ずるおそれがあると認める

ときは、直ちにその状況を発注者に報告しなければならない。 

（２）受注者は、直ちに事故等の原因を調査し、早急に復旧措置を講ずるとともに、対応策、再発防

止策等について発注者と協議する。 

 

１５ 損害賠償 

  受注者は、その責めに帰する理由により本業務の実施に関し発注者又は第三者に損害を与えたと

きは、その損害を賠償しなければならない。 

 

１６ 責任の制限 

  双方の責めに帰することのできない理由により、受注者がこの契約による義務の全部又は一部を

履行することができないときは、受注者は当該部分についての義務の履行を免れ、発注者は当該部

分について委託料の支払義務を免れる。 

 

１７ 完了報告及び検査 

（１）受注者は、本業務を完了したときは、完了の日から１０日以内又は令和８年３月２７日のいず

れか早い日までに完了報告書及び６に示す事項を記載した記録（以下「完了報告書等」という。）

を発注者に提出する。 

（２）発注者は、（１）の完了報告書等を受領した日から１０日以内に又は令和８年３月３１日のいず

れか早い日までに委託業務の完了を確認するための検査を行う。 

（３）発注者は、（２）の規定に基づき検査を行った結果、本業務を合格と認めるときは、その旨を受

注者に通知しなければならない。 

（４）受注者は、（２）の検査に合格しないときは、発注者の指示に従って遅滞なくこれを修補し、発

注者の検査を受けなければならない。この場合においても（２）及び（３）の規定を準用する。 

 

１８ 委託料の支払 

（１）受注者は、委託料を請求する場合は、１７（２）の検査合格後に行うものとする。 

（２）発注者は、１７（２）の検査を行った結果、委託業務を合格と認めたときは、その日から３０



日以内に委託料を支払う。 

（３）発注者が正当な理由なく（２）に規定する期間内に支払を完了しないときは、受注者は、遅延

日数に応じ未払金額に対し、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６

号）第８条第１項の規定に基づき財務大臣が決定する率で計算した額の遅延利息を発注者に請求

することができる。 

 

１９ 違約金 

受注者は、３に規定する業務期間内に本業務を完了できなかったときは、委託料の額から既完了

部分（受注者が既に本業務を完了した部分のうち、発注者が引渡しを受ける必要があると認めたも

のをいう。）に対する相当額を控除した額に対し、遅延日数１日につき、鳥取県会計規則（昭和３９

年鳥取県規則第１１号）第１２０条の規定により計算した額を、違約金として発注者に支払わなけ

ればならない。 

 

２０ その他 

本仕様書に記載されていない事項は、発注者と受注者が協議の上で決定するものとする。 


